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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臼井英之

　　１．はじめに

　わが国の社会政策論は，かの大河内一男氏の社会政策論に代表されるよ

うに，労働問題に対する独自の視角と方法をそなえたものとして構想され

たけれども，その後も引き継がれた労働問題への関心は，近年にいたるま

での社会政策論の基本的視角を規定し続けてきたと言ってよいであろう。

それに対し，０ＥＣＤの提唱を受けてわが国でも70年代後半に政府によって

喧伝された「総合社会政策」論に代表されるような，それまでの労働問題

を中心とする社会政策論とは別の視角から提示された社会政策論は，わが

国のいわゆる伝統的とでも言うべき社会政策論を強く意識し，わが国独自

の社会政策論とは異なった論理で構成されている点を強調するものであっ

た。そこにおいては，わが国の従来の社会政策論と新たな社会政策論たる

　「総合社会政策」論との断裂がつぎのように述べられている。すなわち，

　「我が国は戦前主としてドイッから『社会政策』の概念を取り入れ，労働

力の保全政策ないしは分配政策を指す言葉として盛んに用いられた」が，

　「総合社会政策」の概念は「戦前のﾄﾞイッー日本的な意味とは全く異なる

ものであり，英米系の系譜を引き継ぐものである」，と1）。

　社会政策をめぐる論争の対象として，さらには社会政策論の展開にあ

たって乗り越えられるべき対象として存在してきたという意味で，わが国

の社会政策論を牽引してきた大河内氏の社会政策論について言うならば，

その形成の出発点のひとつとして，19世紀半ばから今世紀20年代までのド

イッ社会政策論の詳細な検討2），そしてそれを受け継いでなされたヴァイ
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マル体制期の社会政策論者Ｅ.ハイマソの所論への徹底的な批判とそこか

ら導出された「経済政策の一分肢」としての社会政策という位置づけの提

起3）をあげることができるから，氏の社会政策論は「戦前のドイッ的」な

社会政策論の遺産を，批判的ではあったにせよ，継承したものであった。

その限りにおいては，いわゆる「労働力保全」論がドイッの社会政策論と

は異なった大河内氏独自の社会政策論の中核をなすものであったとは言

え，戦前のドイッ的なものが，その後のわが国の社会政策論の基本的枠組

みを形づくっていたととらえることも許されてよいであろう。それゆえ

に，上に見られるような「総合社会政策」論における従来のわが国の社会

政策論の把握や「総合社会政策」の実践的推進の提起は，社会政策学に携

わってきた者にとっては，それまでのわが国の社会政策論と社会政策の実

際とを再考する契機ともなったのであった4）。

　他方，旧西ドイツにおいてはすでに1950年代に入ってから，如上と類似

した対立的図式が社会政策に関わる研究者や実務家の間で顕在化していた

ことに，ここでは注目しておきたい。すなわち，「労働者」という「特定階

層」を対象とする伝統的あるいは「古典的」と称される社会政策論5）と，ド

イッ版ソーシアル・ポリシー論とでも言うべきゲゼルシャフッポリティー

クGesellschaftspolitik論という新興の社会政策論との間の対立がそれで

あった6）。この，いまから40年ほど前にドイツにおいて生じていた新旧の

社会政策論のパラダイムをめぐる論争，さらにはその後の社会政策論の展

開がいかなるものであったのかという問題を考察し，それがわれわれに示

唆するところを検討しておくことは，「総合社会政策」論の提唱以来のわ

が国社会政策論の視角を再考する上でも意義あることと思われる。以下の

試論は，上述のようなわが国の社会政策論の状況を念頭においた上で，戦

後から現在にいたるドイッ社会政策論の展開をあとづけつつその基本的視

座をさぐり出し，現代社会政策論が直面している問題を浮かび上がらせよ

うとするものである。
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＊　本稿は，1996年５月18日，日本大学商学部において開催された社会政策学会

　　第92回大会で筆者がおこなった「現代ドイッ社会政策論の特質」と題する報

　　告にもとづいて書かれたものである。
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　　　S. 417-419.ただし講壇社会主義にせよ，ツヴィーディネク流の社会政策論に

　　　せよ，いずれも社会政策の対象を，①ある共通の利害を有し，②ある共通意

　　　識を有し，③自生的であれ，（国家等による）強制であれ，労働組合や共済的

　　　組合といった連帯的共同体を形成していた，あるいは形成しえた，という条

　　　件を充たすような「特定の階級ないし集団」を想定していたという点で両社

　　　会政策論は共通の視座を持っていたと言える。

　6）この事情についてはわが国でもすでに早い段階の時期に，中村貞二教授や故

　　　大陽寺順一教授らによって，綿密に紹介・検討されている。中村貞二「社会

　　　政策の近代理論」，『山口経済学雑誌』，第13巻第５号，1963年２月。太陽寺順

　　　一「西ドイツ社会保障論の展開」，『一橋論叢』，第54巻第３号，1965年９月。

　　　同「西ドイツ社会政策論の岐路」，『同』，第59巻第２号，1968年２月。

　　２．戦後ドイツにおける社会政策論

　（１）　社会政策への現代的接近

　ここ20年ほどの間のドイツ社会政策論の動向を見てみると，必ずしも伝

統的社会政策論やゲゼルシャフツポリティーク論の流れがそのまま続いて

いるわけではなく，むしろ，社会政策論は他の学問領域の草刈り場のよう

になった，とも受け取られるような事態が進展してきたように思われる。

その若干例を，以下にあげてみよう。

　そのひとつは，ゲゼルシャフツポリティーク論が台頭しはじめたころ，

とりわけ60年代に入って以降，顕著になってきた経済学的な立場からの社

会政策への接近である。この傾向については，ゲゼルシャフツポリティー

ク論との関連であとでとりあげることにしたい。

　他の代表例としては，たとえば社会政策に対する社会学的な分析があげ

られよう。ただし，ここで言う「社会学的」とはシステム分析的手法であっ

て，ドイツの伝統的社会政策論の一端を担ったいわゆる社会学的社会政策

論における視角とはまったく質の異なった社会学である。現代社会学的な

分析手法の特徴について論じたF.-X.カウフマソは，社会政策を社会学

の研究対象とする場合の特徴のひとつとして，60年代末からアメリカ社会
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学の多大な影響をドイツ社会政策論が受けたことをあげている。それは，

あの政策主体の目的一手段連関を問うヴェーバー的な問題構成が時代遅れ

のものとなり，むしろ作用に力点をおいたシステム分析が隆盛になってい

る，という指摘であった1)。

　また10年ほど前，ドイツ社会政策のある専門研究誌上で試みられた社会

政策研究の類型化によれば，経済学的な立場からの社会政策論はひとつの

主要潮流として認められているのに対し,伝統的社会政策論はもとより，ゲ

ゼルシャフツポリティーク論すらも社会政策の潮流として位置づけられて

いなかった2)。これは社会政策論のいかなる状況を物語るものであろう

か。はたして，歴史あるドイツの社会政策論はゲゼルシャフツポリティー

ク論をも含めて解体的状況に陥っていると評価されているのであろうか。

　こうしたことからつぎのようなことを類推することが許されてもよいと

思われる。すなわち，ドイツにおいて，独自のディシプリソとして社会政

策論を保持しようとする社会政策研究者にとって，ここ20-30年ほどの状

況は，社会政策とは何か，という問題に自己を向き合わせねばならないよ

うな状況が展開していたのではないか，ということである。そうした中

で，ドイツでは最近10年ほどの間に，社会政策論の復権が唱えられている

かのようにも見える。

　そこで以下では，その経緯と現状について，第二次大戦後の社会政策論

にまで遡って整理しながら明らかにし，さらにそれとの関連で，社会政策

論の独自性と称される特異な論点を提示し，その目指す方向について考察

しておこう。
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　②　ゲゼルシャフツポリティーク論の視座

　ドイツ社会政策論は第二次大戦後，ゲゼルシャフツポリティーク論が新

興の社会政策論として登場したことで新たな段階に入ったとされるが，こ

こでは，ゲゼルシャフツポリティーク論の提唱者たるＧ.マッケソロート

やＨ.アヒソガーらの立論1）の中から，あとの議論とも絡む若干の論点を，

わが国の先行業績をも併せて参考にしながら2）あげておくことにしよう。

　その第１は政策対象に関わる論点である。ゲゼルシャフツポリティーク

論は，労働者という「特定階層」集団に対する国家的対応を社会政策と把

握していた伝統的社会政策論を「時代遅れ」のものとし，新たな政策対象

として「家族」を据えた。このことは，政策の対象として特定の性格規定

を受ける集団-たとえばその典型は労働者階級という規定であるｰ

が，概念的に解体されたことを意味している。それによってゲゼルシャフ

ツポリティーク論は，伝統的社会政策論が保持していた，共通利害に立つ

階層あるいは集団を対象とする視座を放棄したことになる。さらに見方を

少し変えれば，一対象がある特定の階層・集団に限定されないわけであ

るからｰこれを政策対象の拡張とか全体化とか，としてとらえることも

できるであろう。

　第２は政策手段に関して，「家族」の経済的基盤たる「家計」をめぐって

展開される政策への経済的視座を提供したことである。これは社会政策の

手段として，経済的経路を強調したものにほかならない。マッケソロート
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にならえば，社会政策は「もっとも基本的な経済循環の調整」が問題とさ

れねばならないのであった3）。　したがってこの場合，社会政策は経済政策

的手段に巻き込まれざるをえなくなるであろう。

　第３に政策主体をめぐる問題があげられる。ゲゼルシャフツポリティー

ク論は，理論体系としては生活技術論に傾き，伝統的社会政策理論にあっ

たような社会政策の固有に「思われた意味」への，とりわけ主体の「思わ

れた意味」への視点が抜け落ちている。これは社会政策の主体の閑却にも

繋がるし，ひいてはこの点は，論理構成的に「目的一手段」分析が希簿化

し，単に政策の「作用」の分析に重点が移されてゆくことにもなろう。

　ここで，伝統的社会政策論の主要な問題関心領域であった労働問題をゲ

ゼルシャフツポリティーク論の見地から再構成することを試みたＷ.シュ

ライバーの視座をとりあげておこう。彼は労働者たる世帯主がいるノーマ

ルな家族を想定し，しかもその世帯主は「ひとりの人間の中に，父親，労

働者，資産家としての性格を持ち，所得の源泉は資産にあるのではなく，

ほとんど労働にある」人々とされる。彼の用語にしたがうならば，これが

「経済市民Wirtschaftsburger」の通常の姿である4）。彼の社会政策論は，家

族を支える「経済市民」の当座の所得維持のみならず世代間の所得維持の

観点から構想されることになる。これはマッケソロートの主張と通じ合っ

ており，労働から得られる所得に社会政策の本質的な規定要因を見出した

ものであった。シュライバーによれば「社会政策をつくりあげていくうえ

での主要課題は，今日の労働者の生活状態を分析することにある。……労

働意欲をもつ者が自分の労働力を所得の源泉として利用できるような状態

にすることが必要」5）になる。したがって完全雇用（失業防止）6），生涯所得

の分配7）が労働問題政策の中心におかれる。これは，所得獲得の機会の維

持と創出（たとえば，失業防止，長期的雇用，就労のための教育）が社会

政策の課題になることを意味するのであって，ゲゼルシャフツポリティー

ク論の基本的視座は，ノーマルな経済活動に従事する「経済市民」の涵養
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を目的とする，経済的経路をとおしての，政策の総体であった，と特徴づ

けてよい。

　ここにおいては，社会政策と経済政策との同調性ないし整合性が重要視

されることになるであろう。そしてそこにこそ，Ｅ．リーフマソーカイル

を出発点とする「社会政策の経済理論」が生み出される素地が十分にあっ

たと言える8）。しかし，このりーフマソーカイルの立論は，ゲゼルシャフツ

ポリティーク論における政策対象としての家族をさらに解体しつくして，

　「稼得者」あるいは「稼得能力者」なる個人にとって代えたかのように思

われる。シュライバーも早くからその問題点を見抜いていたようで，つぎ

のように危惧を表明していた。　リーフマソーカイル的な「社会政策の経済

理論」の視座は，「社会政策には人的対象はない。あるのは社会政策的考察

観点のみ」であって，その際の「重要な基準は社会全体と成員個人の厚生

の極大」にあるにすぎない，と9）。

　こうして「社会政策の経済理論」化は，ゲゼルシャフツポリティーク論

の持っていた経済同調性の観点を前面に押し出すことになった。けれど

も，ゲゼルシャフツポリティーク論が持っていた家族という対象への視座

からは乖離していったのである。

　ではその後，ゲゼルシャフツポリティーク論はどのような問題に直面す

ることになったのか。つぎに70年代以降の状況を見ておくことにしたい。
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　（3）ゲゼルシャフツポリティーク論の隘路

　1970年代半ば以降のドイツの経済社会の状況は，ゲゼルシャフツポリ

ティーク論そのものの真価を問うことになった。経済的には石油危機を契

機とする74年以降の経済成長の急激な後退，およびその結果としての社会

政策抑制措置（たとえば社会民主党政権下での医療抑制法，年金スライド

の固定化）1）が，また政治的には76年の連邦議会選挙に向けてテーマ化され

た，キリスト教民主同盟による「新しい社会問題」の提起が，その契機と

してあげられるであろう2）。

　前者の経済的側面の問題に関しては，このころの米・英流の「小さな政

府」論の流れに乗って，ドイツにおいてもウルトラ・リベラリズムなどと

称されるグループが表舞台に出てきた。とくに80年代に入ってから，彼ら

の社会政策への攻撃は激越であった。具体的には，社会給付の膨張，それ

に伴う企業負担の増大，行政の肥大化，そしてそれらに付随して生ずるモ

ラル・ハザード等々，社会政策的諸施策とその結果に対する攻撃はとどま

るところを知らぬ，という観があった。それと併せて，彼らは社会政策論
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そのものの理論の「不在」を突いてきた。社会政策にはもはや固有の政策

領域も，学問としての対象領域もない，と言うのである。その代表者で

あったＡ.グートヴスキは，「いまや早急に必要とされるのは，労働・社会

領域に関する経済理論である」と主張した3）。とりわけ社会政策的諸施策

は，官僚制の肥大化をも含めて，市場メカニズムに負の作用しかおよぼさ

ない，という観点から徹底的な非難が浴びせられたのであった。ここで

は，あらゆる施策の絶対的基準は市場経済原理におかれることになるので

ある。そして，社会政策の「転換Wende」とか「建て直しUmbau」とか

が声高に唱えられた4）。

　第２にあげた政治的な問題としての「新しい社会問題」についてはどの

ようなインパクトがあったと考えられるであろうか。「新しい社会問題」

は，シュライバーが言うような「経済市民」から逸脱した社会的弱者たる

縁辺集団-たとえば年金だけでは生活できない高齢者，多子家庭の主

婦，身体・精神障害者，子供，等々-は「組織されない人々」とされ，

　「組織された人々」と真っ向から対立すると定式化された5）。ゲゼルシャフ

ツポリティーク論は，経済過程の中に取り込まれた家族が前提となって構

成されていたわけであるから，このような逸脱的人間像を取り込む視角は

持ち合わせていなかったと言える。またこの縁辺集団は，グルッペ，すな

わち集団という表現がなされているが，労働者階層というような共通の利

害集団として意思表示ができるような集合体ではなく，利害が集約できな

いような，単にばらばらに存在する個人的状況を総称したものにほかなら

ない。そしてさらに重要なことは，ゲゼルシャフツポリティーク論にあっ

たような経済同調性から，彼らが疎外されているということである。これ

は，ゲゼルシャフツポリティーク論の限界を露呈するとともに，社会政策

論の課題のひとつとして，社会の縁辺に位置する弱者をその射程の中にど

う収めるのか，という問題を投げかけることになったと思われる。

　こうした状況のなかで，社会政策と社会政策論の復権をはかる動きが生
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まれつつあった。その代表としてＨ.ラソペルトをあげることができよう。

私はすでに彼の社会政策論について，これまで細部にわたって検討を加え

てきたけれども6），ここでは彼の基本的な位置をつぎのように確認してお

くことにしたい。すなわち，ラソペルトは自由主義陣営からの批判に対し

ては，社会政策と経済政策の依って立つ原理の相違を示唆することによっ

て，またさきにあげた「新しい社会問題」をも彼の社会政策論の射程に収

めることによって，社会政策論の固有領域や社会政策学の学問としての独

自性を強調することになった，と。

　こうした問題に答えるためには，おそらくつぎの点が明確に提示されね

ぼならないのではなかろうか。それは第１に，現実の問題として財政負担

や経済的非効率を招来しても，つまり市場経済システムを侵害してもな

お，社会政策の諸施策を実施せねばならない，という点を解明する論理が

準備されるかどうかという点。第２は，個々の未組織な，疎外的状況に置

かれた縁辺的集団をどのように把握するかという点である。この問題を明

らかにすることが，いまや社会政策論に課された課題とならねばならな

かったのである。
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　　３．現代ドイツにおける社会政策論の復権と模索

　シュライバーの言う「経済市民」を基礎におくゲゼルシャフツポリティー

ク論は一種の閉じた経済構造の中で営まれる人間の生産的活動を前提とし

ていたこと，ゲゼルシャフツポリティーク論そのものが「社会政策の経済

理論」と親和性を持っていたこと，そしてその親和性を持っていたがゆえ

に，経済的な限界が明らかになったときにゲゼルシャフツポリティーク論

みずからがのっぴきならない立場に追い込まれざるをえなかったことｰ

これらのことから推し量ることができるのは，社会政策論そのものの問題

構成を再検討すべきだという気運が醸し出されたということである。社会

政策には社会政策固有の問題領域と論理があることが示されるべきである

との考えが社会政策学者を強くとらえることは自然の成り行きであったと

言えよう1）。現在のドイツ社会政策論は，戦後台頭したゲゼルシャフツポ

リティータ論をも含めて，その認識装置を解体し，まったく新しい問題構

成をとらねばならないのか，あるいはそこに新たな認識装置を加えること

によって再生がはかられうるのか，という岐路に立だされることになった

のである。では，ラソペルトの社会政策論からどのような現代的視角をと

りだすことができるのであろうか。この問題を考えるにあたっては，彼が

どのような観点から社会政策の固有性あるいは独自性を主張しようとして

いたのかについて再検討しておく必要があるであろう。

　この点については，彼の社会政策規定にもっともよくあらわれていると

言える。彼が提示した社会政策とは，その対象を「社会的・経済的弱者」
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とし，彼らの「生活状態（ないし生活の地位）の改善」を，「社会の基本目

標に沿って適切な手段で」おこなうこと，と規定されることになった。こ

の中には，「弱者」への転落防止も含まれている2）。

　ここで最大の問題となるのは，「弱者」という対象規定であろう。なぜな

らば，これまで見てきたように，伝統的社会政策論せよ，新興理論として

のゲゼルシャフツポリティータ論にせよ，まずその政策対象をいかなる見

地からどのように把握するかに応じて，その問題構成が異なってきたから

である。ラソペルトは，政策対象たる「経済的・社会的弱者」を一義的に

定めてはいないけれども，それは，彼の社会政策の規定が，「時代や地域に

左右されない」ものを目指しているからである。たとえば，工業化が緒に

ついたばかりの時代においては，児童や婦人労働者，過酷な労働条件のも

とでの一般労働者，あるいはもっと広くとれば，従属的労働者が対象とな

る。こうした規定は，まさに伝統的社会政策論を戦後も堅持していたとさ

れるヴェディゲソやＧ,アルブレヒトの規定3）に繋がっていると言える。し

かし，ラソペルトの見るところ，現代の「弱者」はそうしたものに求めら

れてはいない。彼が念頭に浮かべる現代の「弱者」とは，さきにもふれた

　「新たな社会問題」において浮上した「社会的弱者としての縁辺集団」，す

なわち「組織化」が困難な人々をも含めて考えられており，「全盲者，聾唖

者，身体障害者，精神病者，アルコール中毒者，麻薬中毒患者，不定往

者」，さらには失業といった境遇におかれた個々人までも含んでいるので

ある4）。

　こうした「人々」や「個々人」は，ゲゼルシャフツポリティーク論の対

象の中心として措定されていた家族とその営みの基盤である家計とが，ま

さに「弱い」状態，あるいは極端に言えば崩壊している状態が顕在化たも

のであるととらえることができる。あるいは，逆に「個人」が，家族的紐

や家計を「弱く」してしまう要素になる可能性が十分ある，ともとらえる

ことができる。ラソペルトはこのようにはっきりとは述べていないけれど
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も，この点を考え併せるならば，彼の政策対象論をつぎのように再構成す

ることが許されるのではなかろうか。彼は，ゲゼルシャフツポリティーク

論からさらに逸脱する領域，つまり何らかの社会的紐帯を喪失し，自立的

に生きることのできない個人の領域を提示し，そこにおいてふたたび社会

政策論復権の足がかりをつかもうとしているのではないか，と。

　こう考えた場合，彼が社会政策論のもつ独自の視座を，まず第一に個人

の非経済的側面に求めることも理解できよう。「弱者」とは，彼によれば，

　「経済活動に未だ関わっていない，もはや関わっていない，あるいは根本

的に関わることがない」人々と規定されているからである5）。

　おそらくこうした視座は，ラソペルトの言う社会政策の原理というも

のを強く規定しているのではないかと思われる。たとえば，連帯性原理

SOlidaritatｓprinｚipが強調されることなどはそのひとつの例であろう。そ

こでは［連帯的共同体］とでもいうべきものへの個々人の復帰こそが，社

会政策の大きなテーマとされる。「連帯的共同体」の最小単位は家族である

けれども，それは家族に限ることなく，ゲマイソデであったり，組合や

諸々の団体であったりする。したがって，社会政策に有効な視角はこの

　「非経済的側面」の個々人を，連帯原則にもとづいてどのようにつながり

のあるものにするか，ということになるのである。

　しかし，この点を一歩すすめてとらえれば，これは何も逸脱した個人に

は限らない。それは社会的紐帯が弛緩し，社会的構成要素が個人単位へと

アトム化してゆくという現代の社会的趨勢にもあてはまるであろう。彼が

近年さかんに強調していることは，社会政策の独自の領域とは，社会的

な，すなわち，ゾツィアールな領域であって，それは生きた人間同士の関

係によって形成される領域なのだ，ということであるけれども6），まさに

それはこういった社会的連帯性の観点を強調したものではないであろうか。

そこにおいては，かつてシュライバーが懸念したような「個々の厚生の極

大化」をはかる社会政策論の出現とは次元の異なった社会政策が生み出さ
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れるのは当然のことであろうし，ラソペルトがつれづれ言う，社会政策と

経済政策とは基本的な部分において異なるのだ，という主張の根拠もこの

あたりに求められてよいであろう。

　　４．結びに代えて　一現代社会政策論の課題一

　以上にまとめたようなラソペルトの社会政策論は，政策の手段論や主体

論とも結びついて構成されねばならないであろう。さきにあげたように，

彼は社会政策の規定において，政策遂行にあたっては「適切な手段」を用

いると言っていた点1），そして社会政策の独自領域の存在を主張する点か

らすれば，「連帯的共同体の回復」という目的に向けての手段が経済的な

ものである必然性はないように思われる。むしろ問題の重心は，手段を選

択する主体にあると言える。ラソペルトは政策の主体を一貫して国家と規
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定し続けてきたから，つぎのような問題が浮かび上がってくるのではなか

ろうか。それは，国家がこうした「連帯的共同体」に代表されるような社

会的な機能の形成を促進せねぼならないのはなぜか，という問題である。

ゲゼルシャフツポリティーク論において，かかる点はその問題構成の中に

組み込まれてはおらず，いねば社会政策の作用論や技術論を重要視するこ

とでこの点についての思考を停止させてしまったということは，わが国の

先行業績の貴重な指摘であったが2），ラソペルトはこの問題を避けること

ができなかったようである。　これを補足性原則Subsidiaritatsprinzipで

もって説明することは可能であろうがーラソペルトもそうした論法を提

示しているけれども3) では，なぜこの原則で国家が導き出されるの

であろうか，という問いに対する彼の明確な回答を見出すことは，いまの

ところむつかしい。あるいは別の見地に立って社会政策的ニードと資源充

足という関係から国家を導き出そうとする発想も彼は他方で抱いているけ

れども，その考察も国家の原理的問題にまでじゅうぶん踏み込んでなされ

ているとは言えないのではなかろうか4）。

　その点，彼は社会的価値規範を導入せざるをえなかったように思われる。

価値規範とは社会成員のだれもが共有し，納得しうる「基本目標」を指し

ている。具体的には，自由，平等，社会的正義，人格の自由な展開，社会

的安寧，といったものがそれであり，それらは，そのときどきの時代や地

域に支配的になっているものであって，国家はこうした社会の究極的な目

標の実現を目指す，そして社会政策もそのための一政策であり，社会的領

域を担うものが社会政策である，ということになる。

　こうした諸点からすれば，ドイツの現代社会政策論においては，価値規

範と国家を前面に押し出したという意味で伝統的な社会政策論を底流と

し，また他方で，家族さらには共同体的団体などの担い手の機能の回復を

重視するという意味でゲゼルシャフツポリティーク論とも共鳴しあう社会

政策論が再生しているととらえることも許されよう。こういった点につい
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てはラソペルト自身もまだ十分には議論を展開しているとは思えないけれ

ども，「社会政策の経済理論」に対抗する「社会政策の社会理論」が構想さ

れるとするならば，それは伝統的社会政策論とゲゼルシャフツポリティー

ク論の成果に立って，現代社会の構造的変化に対する認識を強力に，そし

て明確に打ち出した上で構成し直されねばならないということを，彼の議

論は示唆しているように思われる。
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